
　民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律（平成11年法律第117号）（以下「PFI 法」
という。）が施行されて15年以上が経過した。
　PFI 事業（Private Finance Initiative）は、1980年
代、保守党政権であるサッチャー首相からメイジャー
首相の時代に英国において「小さな政府」の推進、す
なわち、公共施設の建設 ・ 運営 ・ 維持管理を効率的に
進めるために民間の資金及び民間企業のノウハウを活
用する方法として確立し、日本においては平成11年

（1999年）に立法され導入された新しい公共事業の手法
である

１

。15年という歳月は一つの事業を評価するため
に短かすぎることなく、また長すぎることもない時間
であると思われるため、いくつかの論点から PFI 事業
の実績について評価してみたい。

１．実施されたプロジェクトの件数

　平成26年度末までの「実施方針公表
２

」件数の累計は
568件（図表１）で、年間の「実施方針公表」件数は、
概ね30件台～40件台で推移している。東日本大震災直

後の平成22年度は落ち込みが激しいが、その後は回復
基調にあり、大きく発展しているとは言い難いが、後
退しているというほどではないだろう。公共事業政策
として15年の間に、ある程度、浸透し定着したといっ
て良いのではないだろうか。
　PFI 法上、国と地方公共団体（以下、「地方自治体」
という。）で基本的に実施方法による差異はないが、実
施主体別にみると、地方自治体が約８割であり、大半
を占めているといえる。地方自治体が PFI を主導して
いるといっても過言ではない。

２．対象となった事業分野

　次に PFI 事業の実績（実施方針公表件数ベース）を
国と地法自治体に分けて概観する（図表２）。国の事業

（政府機関を含む。）で最も多いのは、大学 ・ 試験研究
機関（45件）、次いで公営住宅 ・ 宿舎（38件）である。
大学 ・ 試験研究機関と公営住宅 ・ 宿舎については、必
要な際に PFI 方式で建設 ・ 運営 ・ 維持管理していこう
という考え方がある程度定着してきていることが分か
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図表１　実施方針公表件数の推移

（出典）PFI 年鑑2015年版（日本 PFI/PPP 協会）を基に作成

図表１データ

年度 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 合計
地公体 2 14 30 30 37 37 35 45 34 32 28 17 17 21 27 39 445

国 0 0 0 7 8 6 10 3 17 8 10 0 3 2 3 3 80
その他 0 0 1 14 2 9 2 1 1 2 1 1 3 1 3 2 43
合計 2 14 31 51 47 52 47 49 52 42 39 18 23 24 33 44 568
累計 2 16 47 98 145 197 244 293 345 387 426 444 467 491 524 568

（注）「その他」は国立大学法人や独立行政法人などの政府機関。
（出典）PFI 年鑑2015年版（日本 PFI/PPP 協会）を基に作成

図表２　対象事業内容

区　　　　分 国 自治体 計 区　　　　分 国 自治体 計
教育 ・ 文化施設 0 50 50 下水道処理施設 0 8 8
義務教育施設等 0 34 34 浄化槽等事業 0 22 22
学校給食センター 0 49 49 発電施設 0 5 5
複合教育施設 0 42 42 庁舎（注） 18 20 38
駐車場 1 12 13 公営住宅 ・ 宿舎 38 54 92
港湾施設 0 7 7 火葬場 0 12 12
観光施設 0 10 10 産業育成支援施設 0 3 3
社会福祉施設 0 15 15 都市公園 0 5 5
病院 0 14 14 再開発事業 0 4 4
廃棄物処理施設 0 27 27 空港 6 1 7
ごみ処理施設の余熱利用施設 0 9 9 その他 15 31 46
浄水場 ・ 排水処理施設 0 11 11 大学 ・ 試験研究機関 45 0 45

合　　　　計 123 445 568
（注）地方自治体の数字には試験研究機関を含む。

（出典）PFI 年鑑2015年版（日本 PFI/PPP 協会）を基に作成
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る。一方、それ以外のプロジェクトの実績は、ほとん
どないといって良いだろう。具体的にプロジェクトの
内容を見ても、確かに国が担うべき施設は実はそれほ
ど多種多様ではなく、今後もそれほど増えるようには
思えない。ちなみに平成23年の法改正で公共施設等運
営権制度（いわゆるコンセッション事業）の導入が図
られたため、既に実施段階にある仙台空港をはじめ、
今後、国レベルでもいくつかの大きなプロジェクトの
事例が出て来るものと思われる。
　それに対し、地方自治体では、国と同様、公営住宅 ・
宿舎が多い（54件）が、教育 ・ 文化施設（50件）、学校
給食センター（49件）、複合教育施設（42件）といった
教育関連施設への投資が目立つ。また、上記のいわゆ
る「ハコモノ」施設に加え、「プラントもの」と呼ばれ
る廃棄物処理施設（27件）、浄化槽等事業（22件）、ご
み処理施設の余熱利用施設（９件）などの事業にも一
定の存在感がある。

　「ハコモノ」に対し、「プラントもの」は運用の蓄積
で効率化やコストダウンの余地が大きいといわれるが、
ハコモノ偏重といった批判があるとしたら、少なくと
も地方自治体に関してはそうではないと言える実績で
ある。
　今後は、「ハコモノ」でも運営ノウハウの複雑な病院
や社会福祉施設、さらには都市公園や空港などの交通
施設、交通機関などにも発展していくことを期待した
い。

３．第三セクター事業との違い

　第三セクター事業も PFI 事業も同じように国（政府
機関を含む。以下同じ。）又は地方自治体が経営する公
益事業であるが、初めに、その主な違いについて再確
認しておきたい（図表３）。
　PFI 事業においては、実施方針公表や特定事業の選
定、審査委員会設置などの事前手続き、Value for 

図表３　第三セクターとPFI の基本スキーム

（出典）筆者作成

【第三セクターのスキーム】       

【ＰＦＩ：サービス購入型のスキーム】      【ＰＦＩ；独立採算型のスキーム】 
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Money（VFM）の算定、総合評価一般競争による入札
など、第三セクターや従来方式にはない法的手続きが
必要であることは広く知られている。しかし、本稿で
は、第三セクターとの比較において事業運営上、重要
と思われるいくつかの論点に絞って述べることとする。

⑴　出資関係の有無
　第三セクターは、国又は地方自治体が、民間企業グ
ループとともに新たな法人（株式会社が多い。）を設立
して事業を推進するものである。基本的に独立採算で
あり、国または地方自治体から報酬を受け取ることも
あるが、主としてサービスの提供を受ける受益者から
の報酬で運営される。バブル崩壊後、ベイエリアの都
市開発プロジェクトや大型リゾートプロジェクトなど、
経営不振に陥って清算に追い込まれた第三セクターが
少なくない。
　経営不振になったプロジェクトが多い背景について、
ここでは多く触れないが、過大な事業計画、多額の負
債への依存、天下り経営者による経営能力の欠如、バ
ブル崩壊による環境の激変などが原因であると考えら
れる。しかしながら、十分な収入が確保され、資金収
支が安定すれば、第三セクターという経営方式自体に
問題があるわけではない。今でも経営が安定している
交通機関運営の第三セクターなども少なくない。
　一方、PFI 事業は、既述のように小さな政府を掲げ
た1980年代の英国政府における公共事業の民営化が一
定の成果を挙げたことを契機として、わが国でも法整
備されて普及したものである。法整備されたのが、第
三セクター方式の混迷から約10年後に当たることなど
から、新たな公共事業の民営化手法として期待された。
　PFI と第三セクターとの大きな違いは、第三セクター
では国又は地方自治体が事業主体に対して出資するこ
とが前提であるのに対し、PFI では事業主体に対する
出資がないことである。第三セクターでは、国または
地方自治体が株主として民間企業と共同で事業経営に
当たるのに対し、PFI 事業では、国または地方自治体
は、事業主体（以下、「特別目的会社」という。）との
間で事業委託契約を締結するが出資はせず、経営にも
直接関与しない。事業が様々な形で不振であるとき、
第三セクターでは、国又は地方自治体は株主として経
営に関与できるのに対し、PFI 事業では、あらかじめ

決められた内容のペナルティを課したり契約を解除し
たりすることはできるが、それ以上の対応は難しい。

⑵　事業委託契約の有無
　第三セクターにおいては、基本的に定款によって事
業内容が規定される。PFI 事業における特別目的会社
のような、国又は地方自治体との間における事業契約
は必要ではない。
　一方、PFI 事業では、いわゆる英米法による統治を
ビジネスモデルとしており、国又は地方自治体からの
出資はないが、民間企業によって設立された特別目的
会社とので間で締結した詳細な事業委託契約に基づい
て運営される。国又は地方自治体は、親会社或は株主
として経営に当たるのではなく、契約に基づいて特別
目的会社の経営を統制することになる。事業を委託さ
れた特別目的会社は、その出資者である親会社（通常、
事業を分担する複数の企業グループで構成）によって
運営される。したがって、幹部経営者は、親会社が用
意した人材によって構成される。国又は地方自治体か
らの人材派遣はない。
　また、特別目的会社は、その名の通り PFI 事業に専
念する義務を負い、親会社とは別法人であるので、親
会社の事業の成否の影響を直接には受けない形となっ
ている（倒産隔離）。新しい経営手法ではあるが、地方
自治体にも徐々に浸透しつつあるといえよう。

⑶　事業期間の有無
　第三セクターの場合は、一旦、法人が設立されると
半永久的に存続する。もちろん、第三セクターであれ、
特別目的会社であれ、期限を決めて解散することは可
能であるが、第三セクターの場合は、経営破たんする
とか吸収合併されるといった大きな理由がない限り解
散することはなく、いつまでも存続することになる。
　一方、PFI 事業では、15年～20年程度の事業期間を
契約で設定するので、事業期間終了時に再契約しなけ
れば、自動的に契約を終了させることになる。この事
業期間は、事業の目的、施設の耐用年数、銀行融資の
返済期限などから決められる。
　一定期間における事業の成果を評価できるという観
点からは優れた仕組みであるといえよう。なぜなら、
事業期間終了時に事業内容を見直して新しい社会的ニー
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ズに合わせ、現行の特別目的会社との事業契約を延長
するか、新たな特別目的会社を募集するか、（国又は地
方自治体の）直営にするか、或は事業を終了するか、
選択の幅を広げられるからである。

⑷　国又は地方自治体の債務責任の有無
　第三セクターでは、事業が破たんしたとき、地方自
治体がその債務責任、特に銀行借入の支払い義務を負っ
ているケースがあった。そもそも法的には債務責任が
発生するわけではないが、実際には銀行との間で、債
務保証契約、債務保証予約、経営支援念書などの文書
を通じて、事実上の債務責任を負うことが少なくなかっ
た。しかしながら、議会による予算措置が出来なけれ
ば実際の支払いは出来ないので、債務責任の所在は非
常に曖昧であった。一方、PFI では、事業委託契約に
伴う支出は、事前に債務負担行為の議決を必ず行うの
で、国又は地方自治体の債務責任は限定され明確になっ
ている。加えて事業開始時には将来発生する可能性の
あるリスクの分担に関する契約を締結するので、債務
の発生が全くないわけではないが、隠れた債務責任が
発生することは考えにくい。

４．PFI 事業の代表的なビジネスモデル

　PFI 事業のビジネスモデルは大きく分けて、サービ
ス購入型と独立採算型がある（図表３）。これまでの実
績では８割以上がサービス購入型であり、独立採算型
は極めて少ない。また、独立採算型ではあるが、国又
は地方自治体から一定の報酬を受け取るものをジョイ
ントベンチャー型としている（図表４）。

⑴　サービス購入型
　サービス購入型は、国又は地方自治体が管轄する公
共施設の建設 ・ 運営 ・ 維持管理へのサービス提供の対
価として特別目的会社が一定額の報酬を受け取り経営
するものである。したがって、特別目的会社の事業リ
スクは比較的小さく、事業が破たんしたケースはほと
んどない。その点では破たんが相次いだ第三セクター
とは大きく異なった経緯を歩んでいることになる。
　これは、PFI 事業が、いわゆるハコモノ中心に行わ
れており、その中でも利用者による収入を想定してい
ない純粋な行政サービスのための施設（学校、庁舎、

図書館など）が大半であることから当然の結果である
といえよう。
　近江八幡市民病院の PFI 事業において、市が特別目
的会社との事業委託契約を解約して直営に変更した「失
敗事例」があるが、特別目的会社の経営が破たんした
ものではく、市が病院利用者から受け取る収入が予想
を下回り、サービス購入費が割高であるとして市が一
方的に解約したものである。したがって、サービス購
入額の適正さについての問題は残るが、特別目的会社
の経営ミスがあったとは言えないだろう

３

。

⑵　独立採算型
　独立採算型では、国又は地方自治体と特別目的会社
との間で事業委託契約はあるが、報酬は地域住民など
受益者から特別目的会社に直接支払われる。
したがって、特別目的会社はサービスの良し悪しに関
わらず常に倒産のリスクを負っていることになる。独
立採算型には「失敗事例」がある。タラソ福岡という
排熱利用型の温水プールを中心としたスポーツ施設で
ある。PFI 法施行以前から計画があり、極めて初期の
案件であったため、事業スキームにも様々な欠陥があっ
たが、破綻の主因は、入場者数が当初の予測を大きく
下回ったことである

４

。

⑶　ジョイントベンチャー型
　サービス購入型と独立採算型との中間的なものとし
て、ジョイントベンチャー型と言われるものがある。

図表４　事業類型の比率

（出典）PFI 年鑑2015年版（日本 PFI/PPP 協会）を
基に作成　　　　　　　　　　　 　

サービス購入型
ジョイントベンチャー型
独立採算型

7%
6%

87%
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これは、特別目的会社の収入の一部が国又は地方自治
体からの収益補填として支払われるものであるので、
一つの事業類型というよりも独立採算型の特殊形態と
考えるべきであろう。なぜなら、独立採算型であって
も PFI 事業が公益的であることの対価として収益補填
が必要な場合も少なくないからである。

５．入札方法

　PFI の導入に当たって、価格を中心とするこれまで
の競争入札方式から性能評価を取り入れた方式、すな
わち総合評価一般競争入札又は公募型プロポーザルへ
と大きく変化している。

⑴　総合評価一般競争入札と公募型プロポーザル
　一般競争入札では原則として予定価格の範囲内で最
低価格の入札者が落札者となる。一方、公募型プロポー
ザルでは公募により提案書を募集し、あらかじめ示さ
れた評価基準に従って最優秀提案書を特定した後、そ
の提案者の提出者との間で契約を締結する。
　政府、都道府県および政令指定都市については WTO
政府調達協定付属書Ⅰ付表１および２に掲げる機関と
して、一般競争入札（総合評価一般競争入札を含む）
を行う必要があるが、政令指定都市ではない一般の市
区町村では、総合評価一般競争入札又は公募型プロポー
ザルを選択することができる

５

。
　総合評価一般競争入札によるか公募型プロポーザル
によるかの判断は会計法に従う。会計法第29条の３に

よれば「契約担当官及び支出負担行為担当官（以下「契
約担当官等」という。）は、売買、貸借、請負その他の
契約を締結する場合においては第３項及び第４項に規
定する場合を除き、公告して申込みをさせることによ
り競争に付さなければならない。 そして第３項では

「契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必
要により競争に付することができない場合及び競争に
付することが不利と認められる場合においては、政令
の定めるところにより、随意契約によるものとする。
　地方自治体において公募型プロポーザルを採用する
ためには、調達内容が随意契約の要件（地方自治法施
行令第167条の２第１項各号参照）を満たしていること
が必要となる

６

。すなわち、随意契約によることができ
る場合は、次に掲げる場合となる。
・緊急の必要により競争入札に付することができない
とき（地方自治法施行令第167条の２第１項５号 ）
・競争入札に付することが不利と認められるとき（地
方自治法施行令第167条の２第１項６号 ）などである。
　しかし、PFI では、総合評価一般競争入札であって
も公募型プロポーザルであっても、予定価格の範囲内
で申し込みをした者のうち、価格だけではなくその他
の条件（維持管理 ・ 運営のサービス水準、技術力等）
を総合的に勘案し、落札者を決定する（地方自治法施
行令167条の10の２）ことができる。
　実際、総合評価一般競争入札であるか公募型プロポー
ザルであるかに関わらず、ほとんどのケースで性能評
価と価格評価を組み合わせて評価をしており、競争入

図表５　総合評価一般競争入札と公募型プロポーザル

　　　　　　　　（注）母数は、その他方式３件を除いた565件
（出典）PFI 年鑑2015年版（日本 PFI/PPP 協会）を基に作成
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札が成立しなかったケースでも応募者１グループにつ
いて性能評価を実施している。したがって、総合評価
一般競争入札とするか公募型プロポーザルとするかで、
それほど大きな差異は出て来ていないと思われる。
　これまでの実績を見ると平成27年度末までで、全体
の71.2％が総合評価一般競争入札を採用しており、地
方自治体だけで見ても、64.6％が総合評価一般競争入
札を採用している。このことから、総合評価一般競争
入札が多くの地方自治体で採用されていることが分か
る（図表５）。
　実際、PFI の審査においても、公募型プロポーザル
とせず総合評価一般競争入札としたために難しい問題
が生じたという話は寡聞にして聞かない。事前の質疑
や競争的対話などによって、多くの調整事項が事前に
処理されているからであると思われる。

６．審査方法

⑴　除算法と加算法
　公募案件の評価の問題は、上記の両手法の選択を巡
るものではなく、むしろ「総合評価」における定量的
評価（価格点）と定性的評価（性能評価点）のバラン
スの問題であろう。
　総合評価における計算方法には大きく分けて①「定
性的評価による点数」を「定量的評価による点数」で
除して最も高い点数グループを第１位とする除算法と
②「定性的評価による点数」と「定量的評価による点
数」を一定の比率で加算して最も高い点数のグループ
を第１位とする加算法がある。平成26年度末（上記の
568件）の中で、除算法を用いているのは、130件で22％
にとどまっている。この内訳をみると、国、国立大学

法人が大半で94件と７割以上を占めている。その主な
施設は公務員宿舎や庁舎、キャンパス施設の類である。
施設の仕様が比較的定型的であり、発注者側において、
ある程度完成した施設のイメージが当初から出来上がっ
ているような場合は、いわゆる「高かろう良かろう」
と「安かろう悪かろう」の差を余り気にしなくて良い
ケースであり、除算方式が馴染みやすいのではないだ
ろうか。
　一方、PFI 事業の大半を占める地方自治体では、加
算方式が一般的である。性能評価を強く意識する案件
では加算方式が適しているからであろう。ちなみに、
内閣府「PFI アニュアルレポート（平成18年度）によ
れば、PPP/PFI を実施している英国や韓国やオースト
ラリア（ヴィクトリア州）などでは除算法は使われて
いない由である

７

。
　除算方式で悩ましいのは、結果の予測が非常に付き
にくいことである。なぜなら（図表６）のケースのよ
うに、性能評価点も価格点も高いケースと、性能評価
点も価格点も低いケースとの間で優劣の差がないとい
うことが生じるからである。PFI では要求水準書によっ
て一定の性能を確保しているので、Ａグループ、Ｂグ
ループどちらになっても基本的には問題ないのである
が、開けてびっくり玉手箱的な結果がありうるという

図表６　除算法による採点

Ａグループ Ｂグループ
性能点（ａ） 80 64
価格点（ｂ） 100 80
評価（ａ/ｂ） 0.8 0.8

（出典）筆者作成

図表７　除算法による採点（実際にあったケース）

性能評価点 入札金額（円） 総合評価点
順位 （ａ） 順位 （ｂ） 順位 （ａ÷ｂ×108）

Ａグループ 2 82.25 7 3,994,258,374 5 2.0592
Ｂグループ 1 92.75 5 3,666,620,396 1 2.5295
Ｃグループ 5 72.25 1 2,959,032,453 3 2.4416
Ｄグループ 3 80.25 4 3,278,597,873 2 2.4476
Ｅグループ 4 74.25 6 3,672,616,565 6 2.0217
Ｆグループ 6 64.25 2 3,049,269,222 4 2.1070
Ｇグループ 7 62.75 3 3,176,054,442 7 1.9757

（出典）実際のケースを基に作成
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印象は免れない。優劣判定の結果が審査時点では全く
見えず審査結果に対してやや無責任な感もある。（図表
７）は実際のケースである。Ｂグループは価格の順位
は５位であるが、性能評価の順位が１位で総合でも１
位となった。一方、Ｃグループは価格の順位は１位で
あるが、性能評価点が５位と低く、総合では３位となっ
ている。また、Ｄグループは性能評価が３位、価格点
が４位と微妙な内容であったが、総合評価ではＢグルー
プに負けたものの２位となって残念な結果ではあった
が、もしかしたら１位になっていたかもしれない。
　除算法では、結果が見えない分、公正な競争を確保
できているといえるが、応募者側からすると、どのよ
うな形で応募すれば評価されるのか分かりづらく、極
端な言い方をすれば今後努力する方策も見えにくいで
あろうし、PFI 発展のためには望ましくないだろう。
　これに対し、加算法では、性能評価点と価格点を加
算するので、ある程度、加点評価の帰趨が分かる。例
えば、（図表８）は実際に PFI の審査において加算法
で行われた結果で、性能評価点と価格点が50％ずつと
なっている。これによれば、性能評価点はＢグループ
が第１位、価格点はＣグループが第１位である。しか
し合計では、性能評価点、価格点の両方で２位のＤグ
ループが最高得点となった。加算法で性能評価を行う
審査では、Ｂグループの価格がもう少し安ければ総合
評価でＤグループを上回り、開札された時点で１位と
なれたということは容易に想像できる。すなわち、Ｂ
グループの今後の対応策も少しは見えてくるのである。
また、性能評価点が最下位のＣグループが性能評価点

でＢグループに勝つためには26.8点（＝415.4点－388.6
点）以上の得点差を必要とするから、かなりの価格差
が必要であるということも分かる。

⑵　加算法における問題
　しかし、性能評価点と価格点の配分は微妙な判断で
ある。（図表８）のケースでは配点が50：50であるが、
これを最も多くのケースで用いられている70：30で再
計算すると、（図表９）のような結果となり、Ｄグルー
プではなくＢグループが１位となる。50：50で評価す
ると価格点の影響が強く出るし、70：30であれば性能
評価点の影響が強く出るのである。この評価の配分割
合によって最終結果が大きく変わる点が加算法の問題
であろう。実際のケースでも、性能評価点を重視する
地方自治体もあれば価格点を重視する地方自治体もあ
る。政策判断といえるが、あらかじめ理解しておくこ
とは最低限必要であろう。
　しかしながら、最も多いケースである70：30は性能
評価点重視と考えられるが、それでもなお価格点の影
響が大きいと筆者は考える。なぜなら、実際の審査委
員会において、価格点は最も低価格のグループが配点
の100％の評価を受ける（100点満点で、価格点の評価
割合が50％なら50点、30％なら30点）のに対し、性能
評価点で満点を取ることは事実上難しいからである。

（図表10）は、実際に行われている５段階の配点を見た
ものであるが、上から２番目のＢ評価でも700点満点の
535点しか取れない。しかし、価格点は最安値のグルー
プには自動的に満点（このケースでは300点）が付くの

図表８　加算法による採点（評価割合50：50）

Ａグループ Ｂグループ Ｃグループ Ｄグループ
性能評価点（50％） 397.0 415.4 388.6 407.4
価格点（50％） 379.5 473.6 500.0 489.2
総合評価　（100％） 776.5 889.0 888.6 896.6

（出典）実際のケースを基に作成

図表９　加算法による採点（評価割合70:30）

（修正後） Ａグループ Ｂグループ Ｃグループ Ｄグループ
性能評価点（70％） 555.8 581.6 544.0 570.4
価格点（30％） 227.7 284.1 300.0 293.5
総合評価　（100％） 783.5 865.7 844.0 863.9

（出典）実際のケースを基に作成
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である。実際の審査委員会でも性能評価の総合点でＡ
となるようなケースは余りないようである。
　もちろん、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４グループとも要求水
準をクリアーして審査に入っているわけであるから決
して悪い提案という訳ではない。しかしながら、総合
評価一般競争入札と銘打って審査委員会を開催して審
査している以上、やはり性能面での評価を前面に出し
たいと考えるのが筋であろう。そうであれば、さらに
性能評価点を重視する方法が考えられても良いのでは
ないだろうか。
　ここまで見て来ると、除算法にも加算法にも一長一
短あって今一つ割り切れないところがあるというのが
一般的な印象であろう。そこで、ほかに、何か納得感
のある方法がないか気になるところである。
　先述の内閣府「PFI アニュアルレポート（平成18年
度）」によれば、調査対象の韓国、イギリス、オースト
ラリア（ヴィクトリア州）では、加算法に加え、VFM
を質の評価のための基準計算式に採用している。要求
水準を満たして加点審査対象となるすべての候補グルー
プにおいて VFM が確保されていることは当然である
が、その多寡についても評価の対象とすることは一考
に値しないだろうか。

７．PFI 法の改正

　PFI 法は、平成11年の施行後、４回大きな改正がさ
れているが、ここでは主要な改正点を概観する

８

。

⑴　平成13年の改正
　平成13年の改正では大きく２点の改正があった。一
つ目は政府が管理する施設や地方自治体が管理する施
設など行政系の施設に加えて、立法府である衆議院や
参議院、司法府である最高裁判所が管理する施設に、
その対象が拡大された。実際に、議員会館や庁舎の新

設が行われている。制度の補完的な改正であり、特に
大きな問題となるものはないと思われる。
　二つ目は、行政財産の貸付を可とするものである。
行政財産（具体的には建物の底地としての国公有地）
は、高い公共性から国有財産法や地方自治法で、私権
の設定が制限されている。一方で、PFI による公共施
設の整備においては、施設の有効活用の観点から民間
施設を一体として複合化する（合築という）ケースが
考えられる。そのような目的のために、例外的に私権
の設定、つまり行政目的でない施設に対応する借地権
を国公有地に認めるものである。中央合同庁舎第７号
館などがこれに相当する。PFI の使い勝手を良くする
ためのものであり、有効活用の観点や民間参入の推進
の観点からも妥当な改正であるといえよう。

⑵　平成17年の改正
　平成17年の改正も大きく２点ある。一つ目は、平成
13年に行われた行政財産貸付けの範囲拡大である。平
成13年の改正では、PFI 事業者が合築する場合の民間
施設に対応する借地権の設定であったが、合築でなく
別々の施設であっても関連施設であれば、借地権を認
めることとした。さらに、借地権を認めるのは当然の
ことながら PFI 事業者に対してであるが、その後、PFI
事業者から施設を譲渡された承継者である第三者に対
しても、その借地権は引き続き有効であるとする。そ
うしないと資産の流動性が損なわれ、資産価値も十分
に保全されるとは言い難いからである。この改正は、
平成13年改正の不備を補完するものであるといえよう。
　もう一つの改正は、民間事業者の選定に当たって、
性能評価をすることを明記した。すなわち、民間事業
者の技術、経営資源、その他創意工夫等が十分に発揮
され、価格と質のバランスのとれた提案が採用される
よう、公共施設の管理者等は、原則として、価格及び
国民に提供されるサービスの質その他の条件により評
価を行う必要がある。
　これは PFI 施行以来、採用されてきた手法である
が、この法改正において改めて規定したものである。
従来の価格による競争に逆戻りすることを牽制したも
のと言えよう。

図表10　加算法による性能評価の配点

評　価 配点比率 持ち点 評価後
Ａ 1.00 700 700
Ｂ 0.75 700 525
Ｃ 0.50 700 350
Ｄ 0.25 700 175
Ｅ 0.00 700   0

（出典）実際のケースを基に作成
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⑶　平成23年の改正
　平成22年５月の民間資金等活用事業推進委員会によ
る「中間的とりまとめ」に基づき主に以下の４点の改
正が行われた。
①　対象施設の拡大

公営住宅以外の賃貸住宅、船舶 ・ 航空機等の輸送
施設及び人工衛星を追加

②　民間事業者による提案制度の導入
民間事業者が行政に対して実施方針の策定につき
提案を行うことが出来る制度を創設

③　公共施設等運営権制度の導入
この制度の下で「利用料金の決定及び収受に係る
権限を民間事業者が行使できることとする」とと
もに「公共施設等運営権に抵当権の設定を可能と

し」資金調達の円滑化を図る。
④　民間資金等活用事業推進会議の創設

PFI 事業の推進図るための関係省庁による閣僚級
の「民間資金等活用事業推進会議」を設置

　この法改正の目玉は、③の公共施設等運営権制度の
導入であろう。これは一般にコンセッション事業と呼
ばれるもので、空港運営事業など、独立採算型の事業
を従来よりも自由な形で民間企業に任せるものである。
既に空港などで若干の実績例も出て来つつある。PFI
事業の新たな方式であると言える。

⑷　平成25年の改正
　この改正は、公共施設等運営事業など独立採算型の
PFI 事業に対する金融支援策であり、その主な内容は

図表12　独立採算型のPFI 事業に対する金融支援策

図表11　公共施設等運営権制度

（出典）民間資金等活用事業推進機構 HP を基に作成

（出典）内閣府 HP を基に作成
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以下のようなものである。
① 　株式会社民間資金等活用事業推進機構を株式会社

形態の認可事業として設立
② 　独立採算型の PFI 事業者等に対する出融資（優先

株、劣後債の取得を含む）
③ 　独立採算型の PFI 事業者等に対する専門家の派遣
④ 　官民による共同出資や政府保証の提供
⑤ 　株式会社民間資金等活用事業推進機構は15年間（平

成40年３月末まで）を目途に業務を終了
　以上のような法改正が実施されているが、平成13年
と平成17年の法改正が制度の補完に属するものである
のに対し、平成23年と25年の改正は明らかに独立採算
型の PFI を推進するための制度設計であり、サービス
購入型の PFI が普及しただけでは十分ではないという
政府の考え方が強く出たものである。

８．今後の展望

⑴　これまでのPFI 事業推進の成果
　以上、PFI 事業の成立から現況まで概観したが、第
三セクター事業がバブルの崩壊と軌を一にして下火に
なったのに対し、PFI 事業は一定の支持を得て来たこ
とが分かる。
　統計上は明らかではないが、PFI 法に即して実施す
る PFI 事業に対し、PFI 法に準じるが、そのプロセス
の一部を省略して実施する DBO（Design Build Oper-
ate）といった手法を採用する「PFI もどき」の事例も
少なからずある。このように、PFI 法に基づくにせよ
基づかないにせよ民間のノウハウを活用した公共事業
の経営（Public Private Partnership）を取り入れる機
運が出来たことは評価すべきである。
　また、既に触れたように、初期の段階で若干の失敗
事例が無いわけではない。しかしながら、大きく社会
問題として取り上げられるような失敗事例はほとんど
ないといってよい。その理由は、第三セクター事業の
導入に際しては制度設計といったものが、ほとんど無
かったのに対し、PFI の制度設計時には、英国のモデ
ルが存在したこともあって導入手順が、あらかじめ、
かなり詳細に規定されたためであろう。
　しかし、より大事なことは、採択された事業がサー
ビス購入型のいわゆるハコモノに集中しており、非常
にリスクの少ない事業が大半であったことである。こ

のような事業に集中したことが良かったか悪かったか
の判断は難しいが、言わば結果オーライといったとこ
ろだろうか。

⑵　今後の展望
　それでは、記述したような法改正に基づく公共施設
等運営事業など独立採算型の PFI 事業を推進する方向
に舵を切りつつある政策変更は正しいであろうか。代
表的な事例として仙台空港の民営化などがある。筆者
が思うに、公共施設等運営事業など独立採算型の PFI
事業は、サービス購入型の PFI とは異なり事業リスク
が高くなることは間違いない。その意味で第三セクター
に近いものである。もちろん、現在候補に挙がってい
る空港ビジネスなどは既に実績があり、当面大きなリ
スクに直面することは考えにくい。しかし、例えば、
大きな災害に遭遇する（東日本大震災など）、隠れた瑕
疵が発見される（豊洲の地下水問題など）、経営環境に
大きな変化が生じる（航空協定の変更や環境規制の強
化など）といった変化に対して、適切に事業リスクを
コントロールできるか、或はサービス提供に齟齬を来
たすことがないように事業を継続できるかは大きな課
題であろう。現在の PFI では事業委託契約の中で、リ
スク分担について必ず規定しており、第三セクター時
代とは様替わりである。それでもサービス購入型では、
経営破たんを生じさせるほどの大きな事象が起こるこ
とは考えにくく、また、幸いなことに起こっていない。
　したがって、今後増大することが予想される運営重
視の PFI 事業では、より詳細なリスク分析や分担の準
備、さらに経営手腕に対する的確な評価方法の確立が
求められるのではないだろうか。
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注
１） 地域総合整備財団 PFI チーム（2002）p27
２） 国や地方自治体が初めて当該事業の実施を公表するの

が「実施方針公表」である。通常、この時点から PFI 事
業が開始したものと公式に認知される。

３） 「近江八幡市立総合医療センターのあり方に関する提
言」近江八幡市立総合医療センターのあり方検討委員会

（平成20年）
４） 「タラソ福岡の経営破綻に関する調査検討報告書」福岡

市 PFI 事業推進委員会（平成17年）
５） 外務省 HP より抜粋して引用（http://www.mofa.go.jp/

mofaj/gaiko/wto/chotatu.html）
 　WTO の「政府調達に関する協定」（Agreement on 

Government Procurement：略称GPA）は、ウルグアイ・
ラウンドの多角的貿易交渉と並行して交渉が行われた結
果、1994年４月にモロッコのマラケシュで作成され、1996
年１月１日に発効した国際約束（条約）である（以下、

「1994年協定」という。）。日本は、1995年12月に1994年協

定の締結及び公布を行った。1994年協定は、1995年１月
に発効した「世界貿易機関を設立するマラケシュ協定

（WTO 協定）」の附属書四に含まれる複数国間貿易協定
と呼ばれる協定のうちの一つ。複数国間貿易協定は、
WTO 協定の一括受諾の対象とはされておらず、別個に
受諾を行った WTO 加盟国のみがこれに拘束される。政
府調達分野では、東京ラウンドの多角的貿易交渉の結果
策定された「政府調達に関する協定」（旧協定）（1981年
発効、1987年改正）により、政府機関等による産品の調
達に内国民待遇の原則（他の締約国の産品及び供給者に
与える待遇を自国の産品及び供給者に与える待遇と差別
しないこと）、及び無差別待遇の原則（他の締約国の産品
及び他の締約国の供給者であって締約国の産品を提供す
るものに与える待遇をそれ以外の締約国の産品及び供給
者に与える待遇と区別しないこと）が適用されてきた。
1994年協定は、こうした規律の適用範囲を新たにサービ
ス分野の調達や地方政府機関による調達等にまで拡大す
るもの。

６） 内閣府「PFI 事業導入の手引き」（http://www8.cao.
go.jp/pfi/tebiki/shiryou/yougosyuu/yougosyuu02.htm-
l#k15）

７） 内閣府「PFI アニュアルレポート（平成18年度）」p18
（http://www8.cao.go.jp/pfi/pdf/anual1803.pdf）

８） 「PFI 事業の実施状況について」内閣府（平成26年）
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